
担当課 文化・市民活動課

施設名 宮崎市清武文化会館

指定管理者 市

1 建築物
建築物の敷地及び構造について
損傷・腐食・その他の劣化状況

1回/3年 ○

1回/1年 ○

防火設備
１回/１年 ○

3 昇降機
建築設備等の
損傷・腐食・その他の劣化状況

1回/1年 ○

4 自家用電気工作物 保安規定に定める自主定期点検 保安規定に基づき実施 ○

5 水槽の清掃 ○

6 水質検査・管理の状況に関する検査 ○

7 汚れの状況点検
(必要に応じて清掃)

使用開始時 及び 使用開始後 1回
/1月
（1月を超える期間使用しない場合
は不要）

○

8 清掃 1回/1年 ○

9
浮遊粉じんの量、一酸化炭素の含有
率、二酸化炭素の含有率、温度、相対
湿度、気流の測定

1回/2月 ○

10 機械換気設
備

浮遊粉じんの量、一酸化炭素の含有
率、二酸化炭素の含有率、気流の測
定

1回/2月 ○

11 ホルムアルデヒドの量の測定
1回（建築等の完了後、使用開始日
以後最初に到来する 6/1～9/30 
の期間に測定）

※ ○

12 異常の有無の点検

はじめて使用するとき
分解して改造または修理を行ったと
き
1回/2月

○

13 ホルムアルデヒドの量の測定

1回
（建築等の完了後、使用開始日以
後
　最初に到来する 6/1～9/30 の
期間に測定）

○

14 照明設備 点検 1回/6月 ○

点検主体

・建築基準法 第6条 第1項 第1号に掲げ
る建築物で、
　その用途に供する部分の床面積の合計
が200㎡ を超えるもの（集会場、病院、共
同住宅、学校、体育館、美術館、図書館、
倉庫　など）
・階数が 5 以上かつ延べ面積が 1,000㎡ 
を超える事務所等の建築物

・エスカレーター
・エレベーター
・小荷物専用昇降機

・電力会社等から600Ｖを超える電圧で受
電して電気を使用する設備
・発電設備(小出力発電設備を除く)とその
発電した電気を使用する設備

・冷却塔及び冷却水
・加湿装置
・空気調和設備内の排水受
け

・冷却塔
・冷却水の水管
・加湿装置

各階ごとの居室の空気環境

各階ごとの居室の空気環境

建築・大規模修繕・大規模模様替(建築
等)を
行った階層の居室

機械による換気の設備

建築・大規模修繕・大規模模様替(建築
等)を行った
労働者を常時就業させる室

労働者を常時就業させる室

法定点検リスト

Ｎｏ 点検項目 点検対象 内容 点検周期

2 建築設備

・建築基準法 第6条 第1項 第1号に掲げ
る建築物で、
　その用途に供する部分の床面積の合計
が200㎡ を超えるもの（集会場、病院、共
同住宅、学校、体育館、美術館、図書館、
倉庫　など）
・階数が 5 以上かつ延べ面積が 1,000㎡ 
を超える事務所等の建築物

建築設備等の
損傷・腐食・その他の劣化状況

小規模貯水槽水道
（受水槽、高架水槽）

水槽の有効容量の合計が
㎥ 10  以下であるもの

1回/1年

特定建築物

（建築物における
　衛生的環境の確保に
　関する法律対象の
　建築物）

空気調和設
備

事務所

（事務所とは建築物または
　その一部で、事務作業に
　従事する労働者が主と
　して使用するもの）



担当課 文化・市民活動課

施設名 宮崎市清武文化会館

指定管理者 市
点検主体

法定点検リスト

Ｎｏ 点検項目 点検対象 内容 点検周期

15 機器点検 1回/6月 ○

16 機器点検 1回/6月 ○

17 総合点検 1回/1年 ○

18 総合点検 1回/1年 ○

19 技術上の基準(消防法 10条 4項)に
適合しているかの点検

1回/1年 ○

20

漏れの点検
 但し、下記のものは点検不要
 ・危険物の微小な漏れの検知及び漏
えい
 拡散防止のための告示で定める措置
(告示 71条 3項 ※)が講じられている
もの

1回/1年（下記に該当しない場合）
1回/3年
 ・完成検査を受けた日から15年を
超えないもの
 ・危険物の漏れの覚知及び漏えい
拡散防止のための告示で定める措
置
 　(告示 71条の2 3項 ※)が講じら
れているもの
 ・平成16年3月31日以前に設置許
可申請がなされたもので「危険物の
規制に関する規則」附則(平成15年
12月17日 総務省令第143号) 3
項 1号 または 2号に該当するもの

○

21

漏れの点検
 但し、下記のものは点検不要
 ・危険物の微小な漏れの検知及び漏
えい
 拡散防止のための告示で定める措置
(告示 71条の2 2項 ※)が講じられて
いるもの

1回/1年（下記に該当しない場合）
1回/3年
 ・完成検査を受けた日から15年を
超えないもの
 ・危険物の漏れの覚知及び漏えい
拡散防止のための告示で定める措
置
 　(告示 71条の2 3項 ※)が講じら
れているもの
 ・平成16年3月31日以前に設置許
可申請がなされたもので「危険物の
規制に関する規則」附則(平成15年
12月17日 総務省令第143号) 3
項 1号 または 2号に該当するもの

○

22 簡易点検
（異常音、外観、油漏れ確認等）

1回/3月 ○

23 上記のうち エアコンディショナー

定格出力 
7.5kW 以上 
50kW 未満

定期点検
（異常音、外観、油漏れ確認、
　冷媒漏えい検査）

1回/3年 ○

24 防火対象物

届出の提出、消防計画の状況、統括
防火管理に係る届出、避難上必要な
施設及び防火戸の管理、防炎物品の
表示、圧縮エチレンガスなどの貯蔵又
は取扱いの届出、消防用設備等又は
特殊消防用設備等の設置・設置の届
出・検査

年１回 ○

25 屋外広告物 広告物構造や取付・支持状況など

一般広告物（1回/1年）
堅固な広告物（１回/1年＋有資格
者による点検1回/3年） ○

消火器具、消防機関へ通報する火災報知
設備、誘導灯、誘導標識、
消防用水、非常コンセント設備、
無線通信補助設備及び共同住宅用非常コ
ンセント設備、連結散水設備

配線

・地下タンク貯蔵所
・指定数量※１の10倍以上の危険物を取り
扱う一般取扱所
・地下タンクを有する一般取扱所

地下タンク

地下埋設配管

第1種特定製品※

収容人員が３００人以上のものまたは、収
容人員が３０人以上の建物で、特定用途部
分が地階又は３階以上に存するもの（避難
階段は除く）で階段が一つのもの

屋外広告物（※簡易な広告物等除く）

消防用設備等

屋内消火栓設備、スプリンクラー設備、水
噴霧消火設備、泡消火設備、
不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火
設備、粉末消火設備、
屋外消火栓設備、動力消防ポンプ設備、
自動火災報知設備、
ガス漏れ火災警報設備、漏電火災警報
器、非常警報器具及び設備、
避難器具、排煙設備、連結送水管、
非常電源(配線の部分を除く)、総合操作
盤、パッケージ型消火設備、
パッケージ型自動消火設備、共同住宅用
スプリンクラー設備、
共同住宅用自動火災報知設備、住戸用
自動火災報知設備、
共同住宅用非常警報設備、共同住宅用
連結送水管、
特定小規模施設用自動火災報知設備、
加圧防排煙設備、
複合型居住施設用自動火災報知設備並
びに特定駐車場用泡消火設備

危険物（指定数量以上）

冷媒にフロン類を使用する
業務用機器
（空調機器、
　冷蔵機器、冷凍機器）


